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「医師法第 16 条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」の

一部改正について 

 

 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 さて、今般、「医師法第 16 条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施

行について」が一部改正され７月１日より施行されました。 

 今回の改正は、研修医の採用活動が安定した状況で行えるよう、臨床研修病院の

指定の申請手続きに係る申請書提出期限を、研修を開始しようとする年度の前年度

６月 30 日から研修開始年度の前々年度の 10 月 31 日に変更するものです。 

 改正内容につきましては、添付資料３．「『医師法第 16 条の２第１項に規定す

る臨床研修に関する省令の施行について』の一部改正に係る新旧対照表」および添

付資料４．「『医師法第 16 条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令』の一

部改正に伴う臨床研修に係る施行通知等の改正について」をご参照ください。 

 また、「第３ 当面の取扱い」の「２ 基幹型臨床研修病院の指定の基準につい

て」に（３）および（４）が新設されました。（３）については、災害等やむを得

ない理由により、入院患者数年間 3,000 人以上を満たさない場合の取り扱い、（４）

については、臨床研修病院の指定の申請手続きに係る申請書提出期限を変更するこ

とに伴い、平成 30 年度に開始しようとする臨床研修においては、申請までの準備

期間がこれまでよりも８ヶ月短くなることへの対応であります。 

 つきましては、本通知および関連通知をお送りいたしますので、貴会におかれま

してもご了知いただき、貴会管下関係医療機関等に周知方ご高配の程よろしくお願

い申し上げます。 

 

（添付資料） 



１．「医師法第 16 条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」

の一部改正について 

（平 28．６．30 医政発 0630 第 14 号 日本医師会長宛 厚生労働省医政局長通

知） 

２．「医師法第 16 条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」

の一部改正について 

（平 28．６．30 医政発 0630 第 11 号 厚生労働省医政局長通知） 

３．「医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」

の一部改正に係る新旧対照表 

４．「医師法第16条の２第１項に規定する臨床研修に関する省令」の一部改正に伴

う臨床研修に係る施行通知等の改正について 

５．官報（平28．６．15 第6796号）抜粋 

６．「大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修病院の特例について」の一部改

正について 

（平 28．６．30 医政発 0630 第 15 号 厚生労働省医政局長通知） 

７．「臨床研修を行う大学病院からの情報提供に関する依頼について」の一部改正

について 

（平 28．６．30 医政発 0630 第 18 号 厚生労働省医政局長通知） 

 



又

公益社団法人日本医師会会長殿
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「医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行にっいて」

の一部改正について

厚生労働行政の推進にっきましては、平素より格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げ

ます。

標記にっいて、今般、別添のとおり通知を発出しましたので、御了知いただくととも

に、会員等各位に広く周知されることにっいて格段の御配意を賜りますようぉ願い申し

上げます。

医政発0630第14号

平成28年6月30日

厚生労働省医政局
廊望南働
■厘酬
周・罷血髮



各都道府県知事殿

リ1

⑧

「医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行にっいて」
の一部改正について

「医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行にっいてj(平成

15年6月12日医政発第0612004号)にっいて、今般、別添のとおりその一部を改正し、

平成28年7月1日より施行することとしたので、貴職におかれても、改正の内容にっい

て御了知の上、貴管内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対して周知方
願いたい。

医政発0630第11号

平成28年6月3σ日

,_伝謬師画ーー



「医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行にっいて」

各都道府県知事殿

改正

本文(略)

医師法第16条の2第1項に規定する臨床研彦に関する省令の施行にっいて

第](略)

第2 臨床研修省令の内容及び具体的な運用基準
1~3 (略)

4 臨床研彦病院の指定の申請

①基卓全型臨床研虐病院の指定の申請

ア基幹型臨床研虐病浣の指定を受けようとする病浣の開設者は、臨床研彦を開始しよう

(一部改正

医政発第0612004号

平成15年6月12日

平成28年7月1日)

厚生労働大臣に提出しなけれぱならないこと。

イ・ウ(略)

②協力型臨床研虜病浣の指定の申請

ア協力型臨床研倒丙院の指定を受けようとする病浣の開設者は、臨床研彦を開始しよう

の一部改正に係る新旧対照表

とする年度の前々年度の10月31日までに、当該御完に関する指定申請書(1柴式1)を

記

厚生労イ動省'医政局長

基幹型臨床研彦伺浣として共同して臨床研彦を行うこととなる病浣の開設者を経由し
て厚生労働大臣に提出しなければならないこと。

イ(略)

5~26 (略)

第3 当面の取扱い

とする年度の前々年度の10月31日までに、当該病浣に関する指定申請書(様式1)を、

各都辿脊県知事殿

本文(略)

現1テ

医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行にっいて

第1(略)

第2 臨床研彦省令の内容及び具イ梯勺な運用基準
1~3 (略)

4 臨床研彦郷完の指定の申請

①基幹型臨床研修郷完の指定の申請

ア基車ギ型臨床研惨卿完の指定を受けようとする郷完の開設者は、臨床研彦を開始しよう

医政発第0612004号

平成15年6月12日

(・'部d柾平成27年3月31助

生労働大臣に提出しなけれぱならないこと。

イ・ウ(略)

②協力型臨床研彦病院の指定の申請

ア協力型臨床研彦郷完の指定を受けようとする病院の開設者は、臨床研修を開始しよう

とする年度の前年度の6月30日までに、当該郷完に関する指定申請書(1翁北1)を厚

記

厚生労イ動省'医政局長

講9型臨床研彦卿完として共同して臨床研彦を行うこととなる病浣の開設者を経由し
て厚生労働大臣に提出しなければならないこと。
イ(略)

5~26 (略)

第3 当面の取扱い

とする年度の前年度の6月30日までに、当該卿完に関する指定申請書(1蒙式1)を、



1 (略)

2 基車全型臨床研彦病院の指定の基準について

①~②(略)

③基車全型臨床研修病院のうち、災害等やむを得ない理由により前述第2の5①オの

指定基準を2年以上にわたり満たさない場合であっても、研彦医が在籍しており、入

院患者の数が年間2,700人以上である場合には、個別の訪問調査等により、適切な指

導体制が確保され、かつ、研修医が基本的な診療彬ヒカを修得することができると認、め

られる場合に限り、基車全型臨床研彦病院として指定を刑觜ヂ、するものであること。

④前述第2の5①チにおける「2年間臨床研修を行ったことに相当する実績」につ

いて、平成30年度に開始しようとする臨床研彦においては、申請までの準備期間が

これまでよりも8ケ月短くなることから、当該実績が2年間臨床研彦を行ったことに

相当するものでない場合であっても申請できるものとする。との場合、適切な指導体

制が確保され、かつ、研彦医が基本的な診療能力を修得することができることなど、

良質な研修についての調西を含め、医道審議会医師分科会医師臨床研彦部会にて指定

3 (略)

第4~第5 (略)

第6 改正履歴

1.(略)

2.改正

平成17年

平成17年1

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

平成26年

平成27年

平成28年

の可否を判断するものであること。

1 (略)

2 基車全型臨床研彦病院の指定の基準について

①~②(略)

傷子設)

2月8日

0月21日

3月22日

3月30日

3月26日

5月1 1日

4月14日

3月24日

3月29日

3月31日

3月31日

7月1日

傷殻)

3 (略)

第4~第5 (略)

第6 改正履歴

1.(略)

2.改正

平成17年

平成17年1

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

平成26年

平成27年

2月8日

0月21日

3月22日

3月30日

3月26日

5月11日

4月14日

3見24日

3月29日

3月31日

3月31日



「医師法施行規則第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令」の一部改正

に伴う臨床研修に係る施行通知等の改正について

1.制度の概要

医師の臨床研修については、医師法第16条の2の規定に基づき診療に従事しようと

する医師は2年以上、医学を履修する課程を置く大学病院又は厚生労働大臣の指定す

る病院において、臨床研修を受けなければならないこととされている。

厚生労働大臣から臨床研修病院の指定を受けようとする場合等、医師法第16条の2

第1項に規定する臨床研修に関する省令(平成 14年12月Ⅱ日厚生労働省令第 158

号。以下「臨床研修省令」という。)第4条第1項及び同条の規定を準用する第5条

の規定に基づき、研修を開始しようとする年度の前年度6月30日までに新規指定に係

る申請書を厚生労大臣に対し提出しなければならないこととされている。

2.改正の概要

(1)臨床研修病院の指定の申請手続に係る申請書提出期限の変更

臨床研修病院による研修医の採用活動は、一般的に研修開始年度の前年度初めから

行われる。一方、臨床研修病院の指定にあたっては、厚生労働大臣が意見を聞くこと

とされている臨床研修部会は、提出される申請書の内容について審査を行うことから、

研修開力台年度の前年度の8月下旬に開催されている。

このため、臨床研修病院は実際に指定を受けることができるかどうか不明な状況で

採用活動が行う期間が生じている。

この度、申請書の提出限を研修開力台年度の前々年度の10月31日とすることで、

臨床研修部会を当該年度内に開催することを可能にし、すでに研修開力台年度の臨床研

修病院が決定している状況でより安定した採用活動が行えるように臨床研修省令の

改正が行われることから、関係通知について所要の改正を行うものである。

(2)臨床研修省令の改正内容(第4条改正)

(現行)臨床研修を開始しようとする年度の前年度の六月三十日まで

3

(改正案)臨床研修を開始しようとする年度の前々年度の十月三十一日まで

省令改正スケジュール

改正省令施行時期平成28年7月1日

改正対象通知

0「医師法第16条の2第1項に規定する臨床研修に関する省令の施行について」(平

成15年6月15日付け医政局長通知)

0 「大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修病院の特例について」(平成15年

7月28日医政局長通知)

0 「臨床研修を行う大学病院からの情報提供に関する依頼について」(平成15年7

月28日医政局長通知)

4



明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
(
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
)

二

九

1
目

〔
政
令
〕

0
地
方
自
治
法
第
二
百
五
十
二
条
の
二
十
二

第
一
項
の
中
核
市
の
指
定
に
関
す
る
政
令

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
全
三
七
)

〔
省
令
〕

0
医
師
法
第
十
六
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す

る
臨
床
研
修
に
関
す
る
省
令
の
一

正
す
る
省
令
(
厚
生
労
働
一
三

〔
告
示
〕

0
沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
第
十
九
条
第

一
項
第
五
号
の
規
定
に
基
づ
き
主
務
大
臣

が
定
め
る
も
の
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件
(
内
閣
府
・
財
務
五

0
除
籍
が
滅
失
し
た
件
(
法
務
三
一
八
)

0
使
用
済
燃
料
管
理
及
び
放
射
性
廃
棄
物
管

理
の
安
全
に
関
す
る
条
約
の
ぺ
ル
ー
共
和

国
等
に
よ
る
批
准
等
に
関
す
る
件

(
外
務
二
0
六
)

0
円
借
款
の
支
出
期
間
の
延
長
に
関
す
る
日

本
国
政
府
と
チ
ユ
ニ
ジ
ア
共
和
国
政
府
と

の
間
の
口
上
書
の
交
換
に
関
す
る
件

(
同
二
0
七
)

0

0
人
材
育
成
奨
学
計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関

す
る
日
本
国
政
府
と
ミ
ャ
ン
マ
ー
連
邦
共

和
国
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す

る
件
(
同
二
0
八
)

0
ミ
ャ
ン
マ
ー
に
お
け
る
法
の
支
配
向
上
計

画
の
た
め
の
贈
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府

と
国
際
連
合
開
発
計
画
と
の
間
の
書
簡
の

交
換
に
関
す
る
件
(
同
二
0
九
)

0
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
施
行
規
則
第
四

十
六
条
の
十
八
第
一
号
の
規
定
に
基
づ
き

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
機
械
の
種
類
の

一
部
を
改
正
す
る
件
(
厚
生
労
働
二
五
一
)

0
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

(
農
林
水
産
二
三
一
S
一
一
三
四
)

0
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

(
同
二
三
五

0
中
小
企
業
信
用
保
険
法
第
二
条
第
五
項
第

四
号
の
災
害
及
び
地
域
を
指
定
す
る
件
を

改
正
す
る
件
(
経
済
産
業
一
七
五

0
登
録
水
先
人
養
成
施
設
の
必
要
履
修
科
目

の
教
育
時
間
等
の
教
育
の
内
容
の
基
準
等

を
定
め
る
告
示
及
び
登
録
水
先
免
許
更
新

講
習
の
必
要
履
修
科
目
の
講
習
時
間
等
の

講
習
の
内
容
の
基
準
等
を
定
め
る
告
示
の

一
部
を
改
正
す
る
告
示

(
国
土
交
通
八
一
七
)

0
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
特
別
評
価
方
法
認
定
を

し
た
件
(
同
八
一
八
)

0
航
路
標
識
に
関
す
る
件

(
海
上
保
安
庁
三
一
、
三
己

0
士
地
収
用
法
の
規
定
に
基
づ
き
事
業
の
認

定
を
し
た
件
(
近
畿
地
方
整
備
局
一
一
六
)

〔
人
事
異
動
〕

報

ー
ー

官

D

部
を
改)
=

〔
皇
室
事
痕

百
庁
報
告
〕

法
務

公
証
人
任
免
(
法
務
省
)

国
家
試
験

平
成
二
十
八
年
度
管
理
業
務
主
任
者
試
験
の

実
施
に
つ
い
て
(
国
土
交
通
省
)

〔
ハ
ム
告
〕

諸
事
項

0

1

九

官
庁金
融
商
品
取
引
業
者
の
登
録
取
消
し
処

分
、
北
上
川
沿
岸
中
田
地
区
士
地
改
良
区

の
定
款
変
更
の
認
可
関
係

裁
判
所
相
続
、
公
示
催
告
失
腺
、
破
産
再
生

関
係

会
社
そ
の
他

本
号
で
公
布
さ
れ
た

◇
地
方
自
治
法
第
二
百
五
十
二
条
の
二
十
二
第
一
項
の
中

核
市
の
指
定
に
関
す
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

(
政
令
第
二
三
七
号
)
(
総
務
省
)

1
 
平
成
二
九
年
一
月
一
日
か
ら
八
戸
市
を
地
方
自
治
法

第
二
五
二
条
の
二
二
第
一
項
の
中
核
市
と
し
て
指
定
す

る
こ
と
と
し
た
。

2
 
こ
の
政
令
は
、
平
成
二
九
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

九

法
令
の
あ
ら
ま
し

財
務
省

九

11111111

1
頁
1

九悉

平成28年6月15日水曜日 第6796号

編集・印刷
独立行政法人国立印刷局

沸診

塁^



2

政

令

報

0
財
務
省
告
矛
第
五
号

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
(
昭
和
四
十
七
年
法
律
第

三
十
一
号
)
第
十
九
条
第
一
項
第
五
号
の
規
定
に
基
づ
き
、

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
第
十
九
条
第
一
項
第
五
号
の

規
定
に
基
づ
き
主
務
大
臣
が
定
め
る
も
の
を
定
め
る
件

(
平
成
二
十
年
財
務
省
告
示
第
七
号
)
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
し
、
平
成
二
十
八
年
六
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

平
成
二
十
八
年
六
月
十
五
日

内
閣
総
理
大
臣
安
倍
晋
三

財
務
大
臣
麻
生
太
郎

第
一
号
玲
中
「
部
」
を
「
部
及
ぴ
幻
」
に
改
め
、
同
号

即
の
次
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

平
成
二
十
八
年
熊
本
地
震
に
よ
り
被
害
を
受
け
た

12

者
袈
平
成
二
十
八
年
熊
本
地
震
に
起
因
す
る
影
響

を
受
け
た
者
に
対
す
る
資
金
で
あ
っ
て
、
髭
二
十

八
年
熊
本
地
震
に
よ
り
被
害
を
受
け
た
中
小
企
業
者

袈
平
成
二
十
八
年
熊
本
地
震
に
起
因
す
る
影
響
を

受
け
た
中
小
企
響
の
事
業
の
復
旧
を
促
進
し
、
被

災
地
域
等
の
復
興
に
資
す
る
た
め
の
も
の

0
法
務
省
告
示
第
三
百
十
八
号

北
海
道
新
冠
郡
新
冠
町
役
場
保
存
の
次
の
除
籍
が
滅
失

し
た
た
め
、
こ
れ
を
再
製
す
る
必
要
が
あ
る
か
ら
、
次
に

掲
げ
る
者
は
、
平
成
二
十
八
年
七
月
十
五
日
ま
で
に
、
同

町
長
に
対
し
て
、
次
の
手
続
を
し
て
く
だ
さ
い
。

一
当
該
除
籍
に
関
係
の
あ
る
戸
籍
の
届
出
、
報
告
、
申

請
、
請
求
若
し
く
は
胴
託
を
し
、
又
は
戸
籍
に
記
載
を

要
す
る
書
類
を
提
出
し
た
者
は
、
そ
の
事
項
を
更
に
申

し
出
る
こ
と
。

二
前
項
に
静
る
除
籍
の
謄
本
、
抄
本
又
は
除
籍
に
記

載
し
た
事
項
に
関
す
る
証
明
書
の
交
付
を
受
け
て
現
に

所
持
す
る
者
は
、
こ
れ
を
提
示
す
る
こ
と
。

注
意

一
申
出
は
、
口
頭
で
も
差
し
支
え
な
い
。

二
申
出
の
手
続
に
つ
い
て
分
か
ら
な
い
こ
と
が
あ
れ

ば
、
新
冠
町
役
場
又
は
札
幌
法
務
局
日
高
支
局
に
照
会

す
る
こ
と
。

平
成
二
十
八
年
六
月
十
五
日法
務
大
臣
岩
城
光
英

北
海
道
新
冠
郡
新
冠
村
大
字
去
童
村
無
号
地

告

官

る

示

0
厚
生
労
働
省
令
第
百
十
一
号

医
師
法
(
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
百
言
ぢ
)
第
十
六

条
の
六
の
規
定
に
基
づ
き
医
師
法
第
十
六
条
の
二
第
一

項
に
規
定
す
る
臨
床
研
修
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
八
年
六
月
十
五
日 総

務
大
臣

内
閣
総
理
大
臣

省

北
海
道
新
冠
郡
新
冠
村
大
字
高
江
村
無
号
地

月
日
、

北
海
道
新
冠
群
冠
村
大
字
姉
去
村
無
号
地
佐
藤
憲
雄

北
海
道
新
冠
郡
新
冠
村
大
字
姉
去
村
無
号
地
清
水
忠
雄

北
海
道
新
冠
郡
新
冠
村
大
字
姉
去
村
無
号
地

梨
本
ハ
ナ

0
外
務
省
告
示
第
二
百
六
号

一
ぺ
ル
ー
共
和
国
政
府
は
、
平
成
九
年
九
月
五
日
に

ウ
ィ
ー
ン
で
採
択
さ
れ
た
「
使
用
済
燃
料
管
理
袈
放

射
性
廃
棄
物
管
理
の
安
全
に
関
す
る
条
飽
の
批
准
妻

を
平
成
二
十
八
年
二
月
八
日
に
国
際
原
子
力
機
関
事
務

局
長
に
寄
託
し
た
。
よ
っ
て
、
同
条
約
は
、
平
成
二
十

八
年
五
月
八
日
に
ぺ
ル
ー
共
和
国
に
つ
い
て
効
力
を
生

じ
た

ニ
ボ
ツ
ワ
ナ
共
和
国
政
府
は
前
記
の
条
約
の
加
入
書

を
平
成
二
十
七
年
八
月
十
四
日
に
国
際
原
子
力
機
関
事

務
局
長
に
寄
託
し
た
。
よ
っ
て
、
同
条
約
は
、
平
成
二

十
七
年
十
一
月
十
二
日
に
ボ
ツ
ワ
ナ
共
和
国
に
つ
い
て

効
力
を
生
じ
た
。

三
ヨ
ル
ダ
ン
・
ハ
シ
エ
ミ
ッ
ト
王
国
政
府
は
、
前
記
の

条
約
の
加
入
書
を
平
成
二
十
八
年
四
月
十
五
日
に
国
際

原
子
力
機
関
事
務
局
長
に
寄
託
し
た
。
よ
っ
て
、
同
条

約
は
、
平
成
二
十
八
年
七
月
十
四
日
に
ヨ
ル
ダ
ン
・
ハ

シ
エ
ミ
ッ
ト
王
国
に
つ
い
て
効
力
を
生
ず
る
。

(
平
成
二
十
七
年
九
月
一
日
付
け
、
平
成
二
十
八
年
二

月
二
十
五
日
袈
同
年
五
月
五
日
付
け
国
際
原
子
力
機
関

事
務
局
長
書
簡
)

平
成
二
十
八
年
六
月
十
五
日外
務
大
臣
岸
田
文
雄

山
本
安
倍

令

厚
生
労
働
大
臣
塩
崎
恭
久

医
師
法
第
十
六
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
臨
床

研
修
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

医
師
法
第
十
六
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
臨
床
研
修

に
関
す
る
省
令
(
平
成
十
四
年
厚
生
労
働
省
令
第
百
五
十

八
号
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
一
項
中
「
前
年
度
の
六
月
三
十
旦
を
「
前
々

年
度
の
十
月
三
十
一
旦
に
改
め
る
。

早
苗
晋
三

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
八
年
七
月
一

る

併
卿

佐
賀
松
太
郎

0
外
務
省
告
示
第
二
百
八
号

平
成
二
十
八
年
六
月
二
日
に
ネ
ー
ピ
ー
ド
ー
で
、
人
材

育
成
奨
学
計
面
の
た
め
の
贈
与
に
関
す
る
次
の
概
要
の
書

簡
の
交
換
が
ミ
ャ
ン
マ
ー
連
邦
共
和
国
政
府
と
の
間
に
行

わ
れ
た
。協
力
の
目
的
及
び
内
容
人
材
育
成
奨
学
計
画
を
実

1

施
す
る
た
め
に
必
要
な
役
務
の
購
入

2
 
贈
与
の
限
度
額
五
億
九
千
四
百
万
円

3
 
贈
与
の
供
与
期
限
平
成
三
十
四
年
十
二
月
三
十
一

日
4
 
署
名
者

日
本
側
樋
口
建
史
在
ミ
ャ
ン
マ
ー
大
使

ミ
ャ
ン
マ
ー
側
ト
ゥ
ン
・
ト
ゥ
ン
・
ナ
イ
ン
計
画
・

財
務
省
事
務
次
官

平
成
二
十
八
年
六
月
十
五
日外
務
大
臣
岸
田
文
雄

日
か
ら
施
行

御
璽

北
海
道
新
冠
郡
新
冠
村
大
字
高
江
纂
号
地

0
外
務
省
告
示
第
二
百
七
号

平
成
二
十
八
年
五
月
二
十
七
日
に
チ
ユ
ニ
ス
で
、
円
借

款
の
供
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
チ
ユ
ニ
ジ
ア
共
和
国

政
府
と
の
間
の
平
成
十
八
年
四
月
二
十
九
日
付
け
の
交
換

公
文
に
従
っ
て
チ
ユ
ニ
ジ
ア
共
和
国
政
府
に
供
与
さ
れ
る

こ
と
に
な
っ
た
ジ
エ
ン
ド
ゥ
ー
バ
地
方
給
水
計
画
の
実
施

に
係
る
円
貨
に
よ
る
借
款
の
支
出
期
問
(
平
成
二
十
四
年

十
一
月
二
十
一
日
付
け
の
口
上
書
に
よ
り
平
成
二
十
八
年

五
月
三
十
一
日
ま
で
延
長
さ
れ
た
。
)
が
チ
ユ
ニ
ジ
ア
共
和

国
政
府
と
独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
と
の
間
の
合
意

に
よ
り
、
更
に
平
成
三
十
一
年
五
月
三
十
一
日
ま
で
延
長

さ
れ
る
旨
の
口
上
書
の
交
換
が
、
チ
ユ
ニ
ジ
ア
共
和
国
政

府
と
の
問
に
行
わ
れ
た
。

平
成
二
十
八
年
六
月
十
五
日外
務
大
臣
岸
田
文
雄

0
外
務
省
告
示
第
二
百
九
号

平
成
二
十
八
年
六
月
二
日
に
ネ
ー
ピ
ー
ド
ー
で
、
ミ
ャ

ン
マ
ー
に
お
け
る
法
の
支
配
向
上
計
画
の
た
め
の
贈
与
に

関
す
る
次
の
概
要
の
書
簡
の
交
換
が
国
際
連
合
開
発
計
画

と
の
間
に
行
わ
れ
た
。

協
力
の
目
的
及
び
内
容
ミ
ャ
ン
マ
ー
に
お
け
る
法

1

の
支
配
向
上
計
画
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
生
産
物

及
ぴ
役
務
の
購
入

2
 
贈
与
額
一
億
千
三
百
万
円

3
 
署
名
者

日

安
倍

秋
田
弥
吉

大
沢
姦

ト
イ
リ
ー
・
ク
ル
バ
ノ
フ
在

ミ
ャ
ン
マ
ー
事
務
所
長

平
成
二
十
八
年
六
月
十
五
日外
務
大
臣
岸
田
文
雄

0
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
百
五
十
言
ぢ

労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
施
行
規
則
粛
和
三
十
年
労

働
省
令
第
二
十
二
号
)
第
四
十
六
条
の
十
八
第
盲
ぢ
の
規

定
に
基
づ
き
、
昭
和
四
十
年
労
働
省
告
示
第
四
十
六
号
(
労

働
者
災
害
補
償
保
険
法
葹
行
規
則
第
四
十
六
条
の
十
八
第

一
号
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
機
械
の

種
類
)
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
八
年
六
月
十
五
日

厚
生
労
働
大
臣
塩
崎
恭
久

第
四
号
中
「
回
転
翼
航
空
機
で
あ
つ
て
構
造
上
人
が
乗

る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
」
を
「
航
空
法
(
昭
和
二
十
七

年
法
律
第
二
百
三
十
一
号
)
第
二
条
第
二
十
二
項
に
規
定

す
る
無
人
航
空
機
」
に
改
め
る
。

国
際
連
合
開
発
計
画
側 側
樋
口
建
史
在
ミ
ャ
ン
マ
ー
大

本

使

つ
き

平成28年6月15日水曜日
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公益社団法人日本医師会会長殿

「大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修病院の特例について」及び

「臨床研修を行う大学病院からの情報提供に関する依頼について」の

一部改正について

厚生労働行政の推進につきましては、平素より格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げ

ます。

標記について、今般、別添のとおり通知を発出しましたので、御了知いただくととも

に、会員等各位に広く周知されることについて格段の御配意を賜りますようぉ願い申し

上げます。

事務連

平成 2 8年6月3

厚生労働省医政局長

絡

0日

'、



各都道府県知事殿

、、1_1→シ

③

'J

「大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修病院の特例について」

の一部改正について

大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修病院の指定の申請手続等については、「大

学病院と共同して臨床研修を行う臨床研修病院の特例について」(平成15年7月28日医

政発第0728001号)により、各都道府県知事あてに通知しているところであるが、今般

別添のとおりその一部を改正し、平成28年7月1日より適用することとしたので、貴職

におかれても、改正の内容について御了知の上、貴管内の保健所設置市、特別区、医療

機関、関係団体等に対して周知方願いたい。

医政発0630第15号

平成28年6月30日

、

H酬^郭訂f;,゛^ネ打●'

伺生熱M
駐湘艇朗・槌匪広1

忌罷血縫

、

r
＼



「大学病院と共同して臨床研修を行う臨床研彦病院の1抑1にっいて」の一部改正に係る新旧対照表

改正

各都道府県知事殿

医政発第0728001号

平成15年7月28日

(一陪お改正平成 1 7年2月8日

平成19年3月30日

平成20年3月26日

平成21年6月16日

平成22年4月14日

平成23年3月24日

平成26年3月31日

大学病院と共同して臨床研座を行う臨床研彦病院の特伊'4にっいて

第1(鬮

第2 大物丙院と共同して臨床研座を行う臨床研彦病院の指定の申請

1 協力型相当大物阿浣と共伺して臨床研虜を行う基幹型臨床研虜病院の指定の申請

①協力型相当大学痴浣と共同して臨冴訊淵彦を行うことにより基幹型臨床研虜病浣の指定を受け
ようとする病院の開設者は、臨床研座を開始しようとする年度の前々年度の10月31日まで

(^改正平成 28

に、当該病浣に関する指定申請書儀r行通知の1美弌1)を厚生労働大臣に提出しなけ刈まな
らないこと。

②~④(鬮

(略)

7月10)

厚生労働省医政局長

現1テ

各都道府県知事殿

医政発第0728001号

平成15年7月28日

(、^平成 17年2月8日

平成19年3月30日

平成20年3月26日

平成21年6月16日

平成22年4月14日

平成23年3月24日

平成26年3月31日)

大駒丙院と共同して臨床研座を行う臨岳羽H蛮病浣の特伊'4にっいて

第1(鬮

第2 ブ寸駒丙院と共同して臨床研座を行う臨床研彦病院の指定の申請

1 棚J型相当大学病院と共同して臨床研彦を行う基幹型臨床研虜病院の指定の申請

①協力型相当大学病院と共同して臨床研彦を行うことにより基^処^研虜病院の指定を受け

ようとする病院の開設者は、臨床研座を開始しようとする年度のぢ力年度の6月30日までに、
当調阿浣に関する指定申請書姉'行通知の1翁弌1)を厚生労働大臣に提出しなければならな
いこと。

②~④(陶

(略)

厚生労働省医政局長

記
記



2 基棒F望相当大物丙院と共同して臨床研彦を行う協力型臨床研虜病院の指定の申請

①基幹型相当大学病院と共同して臨床研彦を行うことにより協力型臨床研多病浣の指定を受け
ようとする病院の開設者は、臨床研彦を開始しようとする年度の前々年度の10月31日まで

に、当該病浣に関する指定申請書仂衝お臣知の1拓に1)を、基幹型相当大学郷完の管理者を

経由して厚生労働大臣に提出しなけ才Uまならないこと。ただし、基幹型相当大学病院の管理
者を経由できない場合にあっては、当該基幹汗主蜘当大学病院を管轄するガ妨厚生局健康福祉
部医事課に相談すること。

②~⑤(鬮

第3~第8 (鬮

2 基幹型トロ当大学リ殉浣と共同して臨床研虜を行う協力型^虐病浣の指定の申請

①基幹雪蜘当大学病院と共同して臨床研虜を行うことにより協力型臨床研朗阿浣の指定を受け
ようとする病院の開設者は、臨床研座を開始しようとする年度のお梓度の6月30日までに、

当該病浣に関する指定申請書姥イ"激口の1荒弍1)を、基幹型相当大駒陶浣の管理者を経由

して厚生労働大臣に提出しなけ才Uまならないこと。ただし、基幹翌蜘当大駒丙院の管理者を
経由できない場合にあっては、当該基韓"'相当大学柄院を管轄する地方厚生局健康喬怯3医
事課に相談すること。

②~⑤(略)

第3~第8 (陶

2



各国公私立医科大学(医学部)附属病院長殿

' 4 陰.、

③

臨床研修を行う大学病院においては、「臨床研修を行う大学病院からの情報提供に関

する依頼にっいて」(平成 15年7月28日医政発第0728002号)により、当該病院にお

いて行われる臨床研修に関する情報提供をお願いしているところであるが、今般別添

新旧対照表のとおりその一部を改正し、平成28年7月1日より適用することとしたので、

よろしくお願いしたい。

「臨床研修を行う大学病院からの情報提供に関する依頼にっいて」

の一部改正について

医政発0630第18号

平成28年6月30日

,^U^^t,■畠^^1^'1U惰二"、.

ーー1

(



「臨床研修を行う大学病院からの1青報提供に関する依頼にっいて」の一部改正に係る新旧対照表

改正案

各国公私立医科大学(医学部)附属病院長殿

^発第0728002号

平成15年7月28日

(・→郭る柾平成 1 7年2月8日

平成20年3月26日

平成21年6月16日

平成22年4月14日

平成23年3月24日

平成26年3月31日

平成27年3月31日

厚生労働省'医政局長

臨床研彦を行う大学病院からの情報提供に関する依頼にっいて

第1(鬮

第2 臨床研劇阿浣吋聢の申請の際の大物阿浣からの情報提供

1 基韓'F聖臨床研彦病院の指定の申請の際の協力燮a当大駒^からの情報^
①(鬮

②協力型相当大学病院と共同して臨床研彦を行うことにより基幹型臨床研彦病院の指定を受
けようとする病院の開設者は、臨床研座を開始しようとする年度の前々年度の10月31日ま

成28年7月

でに、当誘丙院の指定申請書仂箇お激口αメ翁弌1)及て陶&付^(協力型相当ブぐ物阿^大

物陶浣概"哉及び大学病浣承諾書を含む。)と、共同して臨床研座を行うこととなる協力升窒

(略)

1田

現1テ

各国公私立医科大学(医学部)附屍丙院長殿

医政発第0728002号

平成15年7月28日

(・一音仰孜正平成 1 7年2月8日

平成20年3月26日

平成21年6月16日

平成22年4月14日

平成23年3月24日

平成26年3月31日

平成2 7年3月3 1 印

/

厚生労働省'医政局長

臨床研彦を行う大学病勤追の情報提供に関する依頼にっいて

第1(鬮

第2 臨床研1朗阿浣の指定の申請の際の大学ヲ丙院からの情報^

1 基幹型臨床研的阿浣吋聢の申請の際の協力^当大駒^喝の情^
①(略)

②協力型相当大判司浣と共同して臨床研座を行うことにより基幹型臨床研朗丙院の指定を受
けようとする病院の開設者は、臨床研座を開始しようとする年度のお咋度の6月30日まで

に、当調誠の指定申請書峪行通知の1獄;1)及ひ派付告類(協力型相当大物陶浣の大学
病浣綴兄表及ぴメ詳病浣^を含む。)と、共同して臨床研座を行うこととなる協力型臨

(略)

記
記



臨床研彦郷完の指定申請書姉'行通知の1翁ミ;1)及U派付書類とを一括して当調丙院の所在
地を管轄ずる地方厚生局健康喬'部医事課あてに遡寸することとしてぃるとと。

2 協力型臨床研含病浣の指定の申請の際の基幹型牝当大物丙院又1ま膨J型相当大物丙院から
の情報提供

①・(2)(鬮

③基幹型相当大学病浣の管理者においては、臨床研多を開始しようとする年度の前々年度の

行通知の1羨式1)及て隔^侮幹^当プ^丙^1ま協力到目当大物^の大駒^

"妻喪及び大駒丙院承諾書を含む。)を取りまとめて、一括して当該基幹弗ゴ凱目当大物阿浣の所
在地を管轌ずる地方厚生局健康喬'部医事課あてに送永片るようぉ風、したいこと。この場
合において、複数の協力型臨床研惨病浣の次に掲げる添付書堀ミ重複するときは、1部を残
して他を省略しても差し支えないこと。

ア~カ(略)

第3~第5 (鬮

第6 大物'丙院のみで,キ1司して臨床研彦を行う基幹到目当ブぐ学リ丙院又1才'協力型相当大物陶劾追
臨床研修の開力台dX誹^

1ブぐ物丙院のみで共同して臨床研彦を行う基幹型相当大駒丙院又1ネ'協力翌湘当大物丙院から
臨床研修の開力台α)騰嘘供

①・(2)(略)

③基幹型相当大学柄院の管理者においては、臨床研彦を開始しようとする場合には、臨床研虜

10月31日までに、共同して彦'ー'こナウ{註

に掲げる添付書類と、共同して臨床研彦を行うこととなる協力雪蜘当大学病浣の大学病院概

等哉とを、一括して当該基幹型相当大駒阿浣の所在地を管轄ずる地方厚生局健^医事
課あてに送村するようぉ願いしたいこと。

ア~エ(略)

2~4 (略)

第7 ・第8 (略)

を開始しようとする年度の前々年度の10月31日までに、当該病浣の大学病浣慨"^て欣

床研虜病院の指定申請書施'行通知の1翁弌1)及て隔針寸書類とを一括して当調丙院の所在地
を管轄ナる地方厚生局健康喬'部医事課あてに遡寸することとしてぃること。

2 協力型臨床研朗阿浣の指定の申請の際の基幹^当ブ^丙^1ま^型相当大駒^喝
の情報提供

①・(2)(鬮

③基幹型牝当大学病院0)管理者1こお'いては、臨床研多を開始しようとする年度の"咋度の6月

ヨΩ旦までに、共同して臨床研修を行うこととなる協力型臨床研虜病浣の指定申請書崎樋
知の1難比1)及U泳^僅幹^当大駒丙^1ネ'膨戸当ヨ当大駒^の大^
及び大駒丙院承諾書を含む。)を取りまとめて、一括して当該基翰"■相当大駒丙^所樹也
を管轄ナる地方厚生局健康嵩'部医事課あてに送付ずるようぉ願いしたし之と。この場合に
おいて、複数の協力型臨床研倒丙院の次に掲げる添付害類が重複するときは、1部を残して
他を名酪しても差し支えないこと。

ア~カ(略)

第3~第5 (略)

第6 プぜ判丙院のみで共同して臨床研彦を行う基幹型相当大学病院又ιネ協力^当大物丙玩6から
臨床研彦の開力台dメ^

1ブで物丙院のみで共同して臨床研虜を行う基幹翌湘当プぐ勃丙院又1ま協力弗'相当大物丙院から
臨床研座の開★台U精^

①・(2)(略)

③基幹型相当大学f丙院の管^においては、臨床研修を開始しようとする場合には、臨床研彦

掲げる添付書類と、共同して臨床研修を行うこととなる協力型如当大学病浣の大学病宵概況

表とを、一括して当該基幹到目当大駒司浣の所樫也を管轄ナる地方厚生局健^医亭課
あてに送付するようぉ願いしたいこと。

ア~エ(略)

2~4 (略)

第7 ・第8 (略)

を開始しようとする年度のぢ枠度の6月30日までに、当該病院の大学病院概況^て欣に

2


